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Ⅰ 提出手続 

 

１ 受付期間及び受付場所 

(1) 県内業者（宮崎県内に本店を置く業者） 

     期間：令和５年７月 18日（火）から令和５年７月 31日（月）まで 

     場所：本店所在地を管轄する各土木事務所又は西臼杵支庁の総務課 

（受付場所の住所） 

宮崎土木事務所 総務課 〒880-0805 宮崎市橘通東１－９－１０ 

日南土木事務所 総務課 〒887-0031 日南市戸高１－１２－１ 

串間土木事務所 総務課 〒888-0001 串間市大字西方８９７０ 

都城土木事務所 総務課 〒885-0024 都城市北原町２４－２１ 

小林土木事務所 総務課 〒886-0004 小林市細野３６７－２ 

高岡土木事務所 総務課 〒880-2221 宮崎市高岡町内山３１００ 

西都土木事務所 総務課 〒881-0005 西都市大字三宅字下鶴９４５１ 

高鍋土木事務所 総務課 〒884-0002 児湯郡高鍋町大字北高鍋中須ノ三３８７０－１ 

日向土木事務所 総務課 〒883-0046 日向市中町２－１４ 

延岡土木事務所 総務課 〒882-0872 延岡市愛宕町２－１５ 

西臼杵支庁 総務課 〒882-1101 西臼杵郡高千穂町大字三田井２２ 

 

(2) 県外業者（宮崎県外に本店を置く業者（宮崎県内に支店がある者を含む）） 

     期間：令和５年７月 18日（火）から令和５年７月 31日（月）まで 

     場所：県土整備部管理課建設業審査担当（宮崎県庁防災庁舎９階） 

（受付場所）〒880-8501 宮崎市橘通東２－１０－１ 

  

２ 提出書類 

   提出書類：○（必須）、□（該当者は必須）、△（県内に営業所を置く者） 

※ Ｐ４「Ⅱ 提出書類一覧」を参照してください。 

※ 様式に○印と記載のないものについては、押印不要です。 

 

３  申請書の綴じ方等 

 提出書類はすべてＡ４サイズにして提出してください。 

 下記「Ⅱ 提出書類一覧」の一覧表の番号順に並べ、左側長辺に２か所穴を開けた上で、

綴じ紐により綴じてください。 

 なお、ファイル等に綴じたり、ステープラー（ホッチキス）等で留めないでください。 

 ※ ただし、営繕課提出用はステープラー（ホッチキス）で留めてください。 

 

４ 提出部数 

     正本  １部 

   副本 １部（副本は受付後に返却する。正本一式のコピーで可。） 

営繕課提出用  １部（建築設計業務を申請する場合のみ提出してください。） 
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建築設計業務を申請する場合のみ 
（イメージ） 営業経歴書   

 技術者・実績高等確認表  

 経営規模等総括表     

 役員等の一覧表   設計事務所主要実績調査票  

 

 

 

 

                正本 

              （副本） 

第１号 

申請書 

。 

。 

 

○○設計事務所 

  設計事務所調査カード 

］  

 

 

］ 

 

     

          

             

          営繕課  

             提出用    

５ 提出方法 

    受付場所へ持参又は郵送してください。 

※持参の場合は受付場所の開庁日の午前９時から正午まで及び午後１時から午後５時までとします。 

  郵送する場合の留意事項 

   (1) 封筒の表面に「入札参加資格審査申請書在中」と朱書きの上、一般書留等、記録が残

る配達方法により送付してください。 

※ 受付場所の住所は「１ 受付期間及び受付場所」をご確認ください。 

   (2) 上記「５ 提出部数」の部数（正本１部、副本１部、営繕課提出用１部）を送付し、

受付後の副本返信用封筒を同封してください。（返信用封筒には、返送用切手（副

本の返送が可能な金額）を貼付してください。当方では郵送料は負担しません。） 

   (3) 上記「１ 受付期間及び受付場所」の受付期間中に送付してください。（受付期間中

の消印があるもののみを有効とします。） 

   (4) 書類不備等により入札参加資格の認定を受けられない場合があるで、郵送の際は、提

出書類の確認に御注意してください。 

 

６ 資格認定の時期、有効期間 

(1) 資格認定日 

         令和５年 10月１日 

(2) 有効期間 

         令和５年 10月１日～令和６年３月 31日（６か月間） 

 

７ その他 

(1) 提出書類のうち、宮崎県で独自に様式を定めているものについては、県が示した様式を 

使用してください。指定の様式以外を提出した場合は書類不備として取り扱うので注  

意してください。ただし、「技術者経歴書（様式第５号）」については、国土交通省様式

で代用して構いません。様式は宮崎県ホームページからダウンロードしてください。 

(2) 提出書類以外の書類（会社のパンフレット等）は提出しないでください。 

(3) 提出書類に記載された内容に明らかな誤りがある場合等、申請者に通知せず、職権で書

類の訂正を行うことがあります。 

 

８ 問合せ先 

   宮崎県県土整備部管理課建設業審査担当 電話番号 ０９８５－２６－７１７６ 

 



3 

 

Ⅱ 提出書類一覧 

    提出書類：○（必須）、□（該当者は必須）、△（県内に営業所を置く者） 

 書類の名称 県内業者  県外業者  

① 入札参加資格審査申請書      様式第１号 ○ ○ 

② 役員等の一覧表 様式第１－２号 ○ ○ 

③ 経営規模等総括表 様式第２号 ○ ○ 

④ 技術者・実績高等確認表 様式第３号 ○ ○ 

⑤ 営業経歴書 様式第４号 ○ ○ 

⑥ 技術者経歴書 様式第５号 ○ ○ 

⑦ 法人の場合 登記簿謄本（現在事項証明書）の写し     ○ ○ 

⑧ 業務に関し登録を受けていることを証する書面の写し  □ □ 

⑨ 県税納税証明書（全税目に未納がないことの証明）の写し     ○ △ 

⑩ 消費税及び地方消費税納税証明書（その３関係）の写し     ○ ○ 

⑪ 社会保険への加入を証する書類、完納証明書※写し可 ○ ○ 

⑫ 雇用保険への加入を証する書類、完納証明書※写し可 ○ ○ 

⑬ 個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書（様式第６号）  ○ △ 

⑭ 財務諸表（Ｂ／Ｓ、Ｐ／Ｌ、株主資本等変動計算書、注記表） ○ ○ 

⑮ 業態調書（資本関係・人的関係にある企業情報に関する書類）（様式第２０号） ○ ○ 

⑯ 営繕課提出用 設計事務所調査カード □ □ 

⑰ 営繕課提出用 設計事務所主要実績調査票 □ □ 

 

 

Ⅲ 提出書類に関する注意事項 

 １ 申請することができる者について 

・ 基準決算日：令和４年２月１日から令和５年１月 31 日の間に決算日をもつ事業年度が 

あること。 

・ 入札参加資格の認定を受けようとする業務について申請日時点で測量法、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録

規程、地質調査業者登録規程、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程、建築士法、不動産の鑑定評価に関

する法律等に関する登録を受けていること。 

・ 県税、消費税及び地方消費税に未納がないこと 

  ・ 社会保険（健康保険・厚生年金）に加入しており、未納がないこと。 

（加入義務のない者を除く。） 

・ 雇用保険に加入しており、未納がないこと。（加入義務のない者を除く。） 

 

 ２ 登記簿謄本（現在事項証明書）について 

法人の場合のみ提出してください。個人事業者は提出不要です。 

証明年月日は令和５年５月１日以降のものに限ります。証明書は写しでも可です。 

 

３ 申請日時点で、業務に関し登録を受けていることを証明する書面の写しについて 

測量法、建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程、地質調査業者登録規程、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ登録規程、建築士 

法、不動産の鑑定評価に関する法律等に関する登録の通知書または証明書の写しを提出して 

ください。 
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宮崎県内に営業所（支店）がある場合はその営業所（支店）の登録内容が確認できるもの

を併せて添付してください。 

（例）・コンサルタント現況報告書 

・登録申請書別表 

・測量法第 55条の８の規定に基づく書類別表第十二 

・測量業者登録申請書別紙 

 

※ 認定を希望できる部門（「希望部門」）は、上記の登録を受けている部門（「登録部門」）

と同一の業種区分に属するものに限ります。 

 

※ 建築設計のうち、設備部門の希望を申請する場合は、建築士事務所の登録があること、

又は建築設備士が在籍していることが確認できれば良いので、必ずしも建築士事務所の登

録通知書等を添付する必要はありません。 

 

※ 不動産鑑定部門は、不動産鑑定業の登録を受けている場合のみに認定を希望できるので

注意してください。 

 

４ 県税納税証明書について ※県内に営業所を置かない県外業者は不要です。 

 宮崎県の個人県民税及び地方消費税を除く全税目の徴収金（本税のほか、延滞金等を含

む。）について未納がない旨の証明を受けること。（他都道府県の納税証明書は不要） 

  なお、証明年月日が令和５年５月１日以降のものに限る。証明書は写しでもよい。 

 

県 税 納 税 証 明 の 取 得 

各県税・総務事務所 

 

 

５ 消費税及び地方消費税納税証明書（その３関係）について 

 消費税及び地方消費税に未納がない旨の証明を受けること。 

 なお、証明年月日が令和５年５月１日以降のものに限る。証明書は写しでもよい。 

（証明書は、「その３」関係のみ受け付けます。その３の２、その３の３でも可です。 

その１、その２、その４では受け付けません。） 

消費税及び地方消費税証明の取得 

最寄りの税務署  

 

 

名称 電話番号

宮崎県税・総務事務所 0985-26-7271

日南県税・総務事務所 0987-23-3771

都城県税・総務事務所 0986-23-4516

小林県税・総務事務所 0984-23-3194

高鍋県税・総務事務所 0983-23-0213

日向県税・総務事務所 0982-52-4148

延岡県税・総務事務所 0982-35-1811

税務署名 電話番号 税務署名 電話番号

都城

宮崎 0985-29-2151

0986-22-4377

日南 0987-22-3671

延岡 0982-32-3301

小林 0984-23-3126

高鍋 0983-22-1373
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６ 社会保険完納証明書等について 

法人事業所及び従業員が５人以上の個人事業所については、下表に従い社会保険への加入

を証する書類、社会保険料（健康保険・厚生年金保険）の完納証明等の書類を提出すること。

証明書等は写しの提出でもよい。 

完納を証する期間は、基準決算日（R4.2.1～R5.1.31 の間にある決算日）以前１年間の保

険料等の完納を証する書類を添付すること。 

 

７ 雇用保険完納証明書等について 

従業員（法人事業所では役員を除く、個人事業所では専従者等の同居親族等を除く）

を１人でも雇用する事業所は、下表に従い雇用保険への加入を証する書類（雇用保険

適用事業所設置届事業主控、労働保険概算・確定保険料申告書 等）、雇用保険料の完

納証明等の書類を提出すること。証明書等は写しの提出でもよい。 

完納を証する期間は、基準決算日（R4.2.1～R5.1.31 の間にある決算日）以前１年間の保

険料等の完納を証する書類を添付すること。 

 

【６，７について】 

完納証明等の書類（例）：「（社会保険料、労働保険料等）納入証明書」 

  

 ８ 個人住民税の特別徴収実施確認・開始誓約書【様式第６号】について 

※県内に営業所を置かない県外業者は不要です。 

従業員から特別徴収して納付した個人住民税の領収証書の写しを添付すること。 

領収証書がない場合は、様式記載の内容のいずれかについて市町村から確認を受けること。 

 

９ 財務諸表について 

法人にあっては、令和５年１月 31 日以前の最新の決算日の直前１事業年度における貸借   

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び注記表を提出すること。 

個人にあっては、令和４年 12月 31日を決算日とする貸借対照表及び損益計算書を提出す

ること。 

 

10 業態調書（資本関係・人的関係にある企業情報に関する調書） 

本県では、資本関係又は人的関係がある複数の者について、同一入札への参加を制限して

おり、資本関係又は人的関係がある者の有無を把握するため、資本関係又は人的関係がある

者の有無にかかわらず、業態調書を提出してください。 

   資本関係・人的関係の基準は、以下の(1)から(3)のとおりです。 

 

(1) 資本関係 

    以下のいずれかに該当する二者の場合。 

    ① 親会社と子会社の関係にある場合 

    ② 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

※ ただし、子会社又は子会社の一方が会社更生法第２条第７項に規定する更生会社（以

下「更生会社」という。）又は民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の

会社である場合は除く。 
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 【親会社・子会社の定義】 

 会社等が株式会社の財務及び事業の方針の決定を支配している場合における当該会社等（会

社法第２条第４号の規定による親会社。ただし、同法施行規則第３条第３項第１号に該当する

ものに限る。） 

 会社が他の会社等の財務及び事業の方針の決定を支配している場合における当該他の会社等

（会社法第２条第３号の規定による子会社。ただし、同法施行規則第３条第３項第１号に該当

するものに限る。） 

※会社等…会社（外国会社を含む。）、組合（外国における組合に相当するものを含む。） 

その他これらに準ずる事業体（会社法施行規則第２条第３項第２号） 

 

(2) 人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合 

① 一方の会社の役員が、他方の会社の役員を現に兼ねている場合 

② 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第 67 条第１項又は民事再生法第 64 条

第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

※ ただし、①については、会社の一方が更正会社又は民事再生法第２条第４号に規定す

る再生手続が存続中の会社である場合は除く。 
【役員の定義】 

① 会社の代表権を有する取締役（代表取締役） 

② 取締役（社外取締役を含む。ただし、委員会設置会社の取締役を除く。） 

③ 会社更正法又は民事再生法の規定により選任された管財人 

④ 委員会設置会社における執行役又は代表執行役 

    ※ 「監査役」、「執行役員」などは役員に該当しない。 

 

(3) その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

       上記(1)又は(2)と同視しうる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

 

■ 業態調書の記入方法 

・ 業態調書の提出日時点での資本関係・人的関係の状況について記入してください。 

・ 上記２「資本関係・人的関係の基準」のいずれかに該当する者がある場合は、「該当あり」

の□に「レ」を記入の上、必要事項を記入してください。いずれの基準にも該当しない場合

は、「該当なし」の□に「レ」を記入してください。 

・ 宮崎県が発注する建設工事、測量、建設コンサルタント等の入札参加資格審査を申請する

者又は入札参加資格を有する者について記入してください（申請者と資本関係又は人的関係

がある者であっても、その者が宮崎県の入札参加資格審査を申請しない、又は入札参加資格

を有しない場合は、記入は不要です。）。 

 

① 「１ 資本関係がある者」欄について 

   ・ 申請者が「親会社」、「子会社」又は「親会社を同じくする他の者」を有する場合に記

入してください。 

   ・ 「親会社」欄には、申請者の親会社について、「子会社」欄には、申請者の子会社につ

いて、「親会社を同じくする他の者」欄には、申請者と親会社を同じくする他の者につい

て記入してください。 

 

 

親会社 

子会社 
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② 「２ 人的関係がある者」欄について 

   ・ 申請者の役員が、他の会社の役員を兼ねている場合に記入してください。 

 

■ 記入上の注意 

・ 資本関係又は人的関係がある者の有無にかかわらず、業態調書を必ず提出してください。 

・ 業態調書に虚偽の記載や、記載すべき事項の記載をしていなかった場合には、入札参加資

格停止の対象となりますので、記載誤りや記載漏れがないよう確認の上、提出してください。 

・ 業態調書の提出後に資本関係又は人的関係に変更があった場合は、変更後の内容につい

て業態調書を作成の上、変更の事実が発生した日から２週間以内に宮崎県管理課に提出し

てください。 

 

 

11 設計事務所調査カード、設計事務所主要実績調査票（営繕課提出用）について 

  「建築設計」業務の入札参加資格審査を申請する場合のみ提出すること。 

Ⅱ提出書類一覧の①～⑮の提出書類とは必ず別綴じとしてください。 

 

  ※ なお、営繕課提出用「設計事務所調査カード」「設計事務所主要実績調査票」につい

ては、直接営繕課にお問い合わせください。 

 

       宮崎県県土整備部営繕課建築計画担当 電話番号 ０９８５－２６－７５４８ 
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令和４・５年度入札参加資格審査申請に係る 

営繕課提出用様式の記載要領 

 

 

  建築設計業務について、入札参加資格審査の申請を行う方は、入札参加資格審

査申請書（宮崎県要綱様式又は国土交通省統一様式）に加えて、下記の書類の提

出が必要です。 

 

⑰宮崎県県土整備部営繕課設計事務所調査カード（令和４・５年度） 

⑱設計事務所主要実績調査票 

⑲「技術者経歴書（様式第５号）」の写し 

 

  上記以外にも、次の書類を添付してください。 

⑳賠償責任保険の加入証等の写し（加入している場合） 

㉑ＣＰＤ実績証明書等の写し（実践している場合） 

㉒応急危険度判定士登録証の写し（登録している場合） 

 

  ※⑰から番号順に左綴じしてください。 

 

 

１ 記載要領 

  (1) 宮崎県県土整備部営繕課設計事務所調査カード（令和４・５年度） 

      ア 「本社」欄 

事務所名称及び代表者のふりがなを必ず記載してください。ＦＡＸ番号は電話と兼ねる

場合も必ず記載してください。（「支店等」欄も同じ。） 

「事務所登録」欄は、建築設備士の在籍のみで「設備」部門に申請する場合、記載は不

要です。 

      イ  「支店等」欄 

本社住所が宮崎県外で、連絡先が本社以外（九州支店等）の場合に記載してください。 

      ウ  「業務経歴」欄 

営業年数は、審査基準日における建築設計についての年数（１年未満は切り捨て）を記

載してください。 

      エ  「指定講習会受講」欄 

ここでの「指定講習会」は、（一社）宮崎県建築士事務所協会が開催する知事指定講習

「開設者・管理建築士のための建築士事務所の管理研修会」をいいます。 

 

オ  「所属団体名」欄 

建築士事務所協会、設備設計事務所協会、建築家協会等所属する団体名を記載してくだ

さい。 

      カ  「建築設計業務関連損害賠償保険」欄 

日事連・建築士事務所補償制度又は、これに準じる賠償責任保険への加入状況を記載し

てください。保険金は１事故あたりの限度額を記載してください。 

          ※加入している場合は、加入証又は証明書等の写しを添付してください。 



9 

 

      キ  「①技術者数」欄 

(ｱ) 設計業務に従事する常勤の技術者を、業務区分に分類し、さらに資格区分別に分類し

てその人数を記載してください。 

(ｲ) 「業務区分」の各欄は、各業務に主として従事する技術者数を記載してください。１

人の技術者が２以上の業務に従事している場合は、主たる業務のみに記載し重複して計

上しないように留意してください。 

(ｳ) 「その他の設計業務」欄は、調査、補償、市街地再開発、宅地造成等に係る業務で、

建築物及びこれに付随する設備に関する設計、監理業務以外の業務を指します。 

(ｴ) 「建築士」欄は、複数の資格を有する場合、構造設計一級建築士、設備設計一級建築

士、一級、二級、木造の順に、より上位の資格の欄に記載し、重複しないよう留意して

ください。 

(ｵ) 建築士免許登録申請中（未登録）の場合は、建築士に加えることができません。 

(ｶ) 「建築積算資格者」「設備関係資格者」欄の（  ）には、建築士の資格を併せて有す

る技術者数を、内数で記載してください。 

(ｷ) 「その他の技術者」欄の「大卒経験」は大学（短大、高等専門学校含む）卒業後実務

経験５年以上の技術者数を、「高卒経験」は高校卒業後実務経験８年以上の技術者数を

記載し、経験年数が満たない技術者数は「その他」の欄に記載してください。 

(ｸ) 「左記以外の資格等」欄は、建築施工管理技士、電気工事士、消防設備士等建築関係

の資格について取得者の人数を含め記載してください。 

(ｹ) 「技術者・実績高等確認表（様式第３号）」の技術者数と相違がないよう留意してく

ださい。 

(ｺ) 「技術者経歴書（様式第５号）」の写しを添付してください。 

   ク  「②事務職員数」欄 

            常勤の事務職員数を記載してください。 

      ケ  「常勤職員数合計（①＋②）」欄 

法人にあっては常勤役員の数を含めたものを、個人にあっては事業主を含めたものをそ

れぞれ記載してください。 

      コ  「役職員等」欄 

            常勤役員又は事業主の数を内数で記載してください。 

      サ  「経営規模等関係」欄 

 (ｱ) 「自己資本額」欄は、法人の場合のみ、「経営規模等総括表（様式第２号）」の自己

資本額(Ｐ)の額を記載してください。 

  個人事業者は「－」と記載してください。 

 (ｲ) 「直前２ケ年間建築コンサル年間平均実績高」欄は、「経営規模等総括表（様式第２

号）」の「建築設計業務」における「２期平均」の額を記載してください。 

 (ｳ) 「直前２ケ年間建築コンサル官公庁合計実績高」欄は、「経営規模等総括表（様式

第２号）」の「建築設計業務」における「直前第１年度分決算」と「直前第２年度分

決算」の合計実績高のうち、国、県又は市町村（公社等含む）発注分を記載してくだ

さい。 

      シ  「直前２年実績高内訳」欄 

「経営規模等総括表（様式第２号）」の「建築設計業務」における「直前第１年度分決

算」と「直前第２年度分決算」の合計実績高の内訳を、業務区分別、建築物の分類別に千

円単位（千円未満切り捨て）で記載してください。 

(ｱ) 「その他」は、調査研究・企画を指します。 
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(ｲ) 「建築構造」には、耐震診断等を含みます。 

(ｳ) 「第１類」から「第４類」の建築物の用途等は下記のとおりです。 

第１類 工場、車庫、市場、倉庫等 

第２類 体育館、観覧場、学校、研究所、庁舎、事務所、駅舎、 

百貨店、店舗、共同住宅、寄宿舎等 

第３類 銀行、美術館、博物館、図書館、公会堂、劇場、映画館、集会場、

ナイトクラブ、ホテル、旅館、料理店、放送局、病院、診療所等 

第４類 戸建住宅 

      ス  「コンピュータ設備状況」欄 

(ｱ) 「ＣＡＤソフト（ＳＸＦ形式）」は、事務所としてＳＸＦ形式対応のＣＡＤソフトの

使用を行っているかどうかについて記入してください。なお、ＳＸＦ形式とは、Ｓcadec 

data eＸchage Ｆormat の略で、ＣＡＤデータ交換標準コンソーシアムが開発した異なる

ＣＡＤ間でデータをやりとりする際に使用する中間ファイル形式のことです。 

(ｲ) 「ＲＩＢＣ使用経験」は、事務所としてＲＩＢＣを使用した委託業務を経験したかど

うかについて記入してください。なお、ＲＩＢＣとは、（一財）建築コスト管理システ

ム研究所が、システム開発及び整備を行っている営繕積算システムのことです。 

(ｳ) 「電子入札対応」は、電子入札システムの利用者登録が完了し、パソコンやＩＣカー

ドが有効な状態であるかについて記入してください。有効な場合、ＩＣカードの有効期

限を記入してください。 

 

   セ 「代表作品等」欄 

貴事務所の実績の中で、特色のあるもの、自信作等を３件まで記載してください。建設

年度、建設場所は問いません。 

ソ 「事務所の特色等」欄 

事務所の特色等について、下記に留意し出来るだけ具体的に必ず記載してください。 

(ｱ) 「事務所の体制」について 

・ＣＰＤ制度への取組状況については、貴事務所の登録職員数と過去３年間（令和元年

度から令和３年度まで）の登録職員全員の取得単位数の合計を記入してください。 

・みやざき木造マイスターについては、貴事務所の登録職員数を記入してください。 

・地域貢献活動については、被災建築物応急危険度判定士登録職員数（有効な登録職員

に限る）と各種団体での役職経験やＮＰＯ活動などその他の地域貢献活動について記載

してください。 

 ・設計方針等や各種研修会等への参加状況について記載してください。 

(ｲ) 「登録部門」について 

 ・入札参加有資格者名簿の登録を希望する部門に「○」を記入してください。「設備」

に○を付ける場合、建築士事務所登録又は建築設備士の在籍が必要です。 

(ｳ) 「受託可能分野等」について 

・建築設計業務（「新･増･改築」「改修」「構造」）、工事監理業務（建築）、設備

設計業務（「電気設備」「機械設備」）及び工事監理業務（設備）における受託可能

分野の業務に「○」を記入してください。また受託可能分野のうち得意分野について

は「◎」を記入してください。「構造」には耐震診断等を含みます。 

・「実績件数」の欄には、受託可能分野に関わらず、過去１０年間の実績件数（元請

けに限る。民間の業務も含む。）を記入してください。 

・「その他」の欄には、得意分野とした理由や上記業務以外の業務で得意な業務等に
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ついて具体的に記載してください。 

(ｴ) 「その他（上記以外、賞罰等）」について 

 各種設計競技等での入賞やその他事務所の特色についてＰＲしたい事項等について

記載してください。 

タ 共通事項 

本調査カード提出後に記載内容に変更が生じた場合は、参考様式による変更の手続きが

可能です。 

 

   (2) 設計事務所主要実績調査票 

・過去３年間（令和元年度から令和３年度まで）の実績について、年度別に記載してくだ

さい。計９枚（３枚／年度）の提出となります。 

・請負額が 100 万円以上の業務について、金額の大きいものから順に５つまで記載してく

ださい。 

・記載する実績は、元請けに限ります。 

・該当が無い年度についても「該当無し」で提出してください。 

・ＪＶで受注した場合は、「備考」欄に主・副の別及び出資比率を記載し、請負額は出資

比率で割り戻した額を記載してください。 

・工期が複数年度にわたる実績については、完了日の属する年度に記載してください。 

・申請年度分については、申請時に従事している業務も記載してください。 

・「発注者」欄は、発注者が個人の場合は「個人」と記載してください。 

・「建物用途」欄は、確認申請書（計画通知書）に準じて記載してください。 

・「構造」及び「階数」の各欄は、複数棟の場合は代表的な建物について記載してくださ

い。 

・「規模（㎡）」欄は、延べ面積（複数棟の場合は全体の合計）を記載してください。 

・「業務種類」欄は、基本設計、実施設計、工事監理等を記載してください。 

・「請負額（千円）」欄は、最終請負額を千円単位（千円未満切り捨て）で記載してくだ

さい。 

・「備考」欄は、特色等を記載してください。 

 

 

２  営繕課提出用様式についての問い合わせ先 

 

  宮崎県県土整備部営繕課 

        住 所：〒880-8501 宮崎市橘通東２丁目１０番１号 

        電 話：０９８５－２６－７５４８（直通） 

        ＦＡＸ：０９８５－３２－４４６３ 

        担 当：建築計画担当 大澤・長友 
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宮崎県県土整備部営繕課設計事務所調査カード（令和４・５年度）

( 1 ) ( ) ( ) ･

( ) ( ) ( ) (

( ) ( ) ( 1 ) ･

( 1 ) ( ) ( 1 ) (

( ) ( ) ( ) ･

( 1 ) ( ) ( 1 ) (

その他（上記以外、賞罰等）

※ 記載責任者氏名欄について、本人が自署する場合は、押印不要です。

(建築) 電気設備 機械設備 (設備)

事
 
務
 
所
 
の
 
特
 
色
 
等

受託可能分野

設　備 ※登録を希望する部門に
○を記入。

工事監理業務 設備設計業務 工事監理業務 その他（具体的な業務内容等を記入）

記載責任者氏名

※ 記載要領に従って誤記、記載漏れの無いように注意してください。
○○　□□ 印

※ 受付番号は記入しないでください。

改　修 構　造

実 績 件 数

受 託 可 能
分 野 等

建築設計業務

新･増･改築

事
務
所
の
体
制

ＣＰＤ制度への取組状況

建　築

登録職員数（ 2

代
表
作
品
等

過去３年間の登録職員の取得単位合計( 100 )単位

地域
貢献
活動

被災建築物応急危険度判定士登録 登録職員数（ 1 ）人

その他(各種団体等での役職経験、ＮＰＯ活動等)

)人

登 録 部 門

みやざき木造マイスター

第○回△△設計コンクール入賞

登録職員数（ 1 )人

宮崎県□□協会○○地区副支部長

設計方針、その他（各種研修会への参加状況等）

RC造･3F･1,000㎡

○○○病院新築工事 ○○会 RC造･3F･3,000㎡

◇◇工場増築工事 ◇◇社

工　　事　　名 発注者 構造･階数･規模 特　　色　　等

△△マンション新築工事 △△商事

4,110 5,332

その他

S造･1F･2,000㎡

合　計 1,666 2,888 13,996

・ 無

R□ / 4 / 1IC カ ー ド 有 効 期限

電 子 入 札 対 応 有工事監理 555 666 777 888 2,886

無

確 認 申 請 ソ フ ト 有 ・ 無

無

改 修 〃 （ SFX 形 式 ） 有 ・

3,333 4,444 11,110 Ｃ Ａ Ｄ ソ フ ト 有 ・

2

合計
(千円)

コンピュータ設備状況

1 1

)人

直前2ヶ年間建築
ｺﾝｻﾙ年間平均実績高（千
円)

6,998
直前2ヶ年間建築
ｺﾝｻﾙ官公庁合計実
績高（千円)

1,234

第３類
(千円)

第４類
(千円)

役職員等(

12,345

常勤職員数合計（①＋②） 12 人②事務職員数

経営規模等関係
自己資本額
（千円）

設
　
計

新･増･改築 1,111 2,222

機械設備

直
近
２
年
実
績
高
内
訳

第１類
(千円)

第２類
(千円)

1

2 人

3 1

①
技
術
者
数
（

人
）

計 1 1 2

その他設計業務

1

10 )人

建
築
設
計

主体業務

機械業務 2

1 1 10小　計 1 1 2 3 1 )人

)人1

7

電気業務

1 2 3

１級 ２級 木造
電気主任
技 術 者

建築積算
資格者ｂ

建　築　士　ａ

その
他

1

1

大卒
経験

高卒
経験

構造
設計
１級

設備
設計
１級

合　計
abcd
①

加入日 平成

平成 ○○

日 年 宮崎県○○協会

業
務
経
歴

個人創立 営業年数

5,000万 円

設備関係資格者ｃ

保険金

左記以外
の資格等

(名称と人数)

建　築
設備士

その他の技術者ｄ

平成 ○ 年 ○ 月 ○

月 □□ 日

年

法人創立 所属団体名 年

日
○○

受講年

□□

年 月

□□

月 日

指定講習会受講（ 有 ・ 無 ）
建築設計業務関連損害賠償保険( 有 ・ 無 ）

第 号

第 号

級建築士

登録
ふりがな

事務所
登　録

都 道 府 県
管理建築士
氏　　　名代表者

年

名　称  
TEL FAX

1 級建築士
管理建築士
氏　　　名

○○

支
店
等

ふりがな

住所
〒

第 0000 号
第

〒

○－○○○ 号 □□　□□

月 ○○

ふりがな
事務所
登　録

宮崎 都 道 府 県

日
代表者 代表取締役　○○　○○

登録 ○○ 年
だいひょうとりしまりやく　○○　○○

提出書類の作成例

受付No. －

本
　
社

ふりがな かぶしきがいしゃ　○○せっけいじむしょ
住所

000-0000

名　称 株式会社　○○設計事務所
TEL

宮崎県○○市○○町○○番地

0985-00-0000 FAX 0985-00-0001

構 造

電気設備

構 造 計 算 ソ フ ト 有 ・ 無

Ｒ Ｉ Ｂ Ｃ 使 用 経 験 有 ・ 無

資格区分

業務区分

資格区分

業務区分

分類

業務

建築積算資格者で建築士の資格を有している
場合、建築士の欄に記入し、建築積算資格者
の欄は（ ）内に記入

建築設備士の内、設備設計１級等の建築士の資格を有している場合は、建

築士の欄に記入し、建築設備士の欄は（ ）内に記入
（記載例は、建築設備士が２名で、その内、１名が設備設計１級の場合）

受託可能分野の業務に○を記入（うち得意分野については◎を記入）。
実績件数は受託可能分野でなくても実績があれば必ず記入。（※元請けに限る。）

入札参加有資格者名簿の登録を希望する部門に○を記入。
「設備」に○を記入する場合は、建築士事務所登録又は建築設備
士の在籍が必要です。
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□□ 年度分 設計事務所名

１　新築・増築・改築

発注者 建　物　名　称 建物用途 構造 階数 規模(㎡) 業務種類 工期 請負額(千円) 備考
宮崎県

□□部○○課
県立○○学校□□棟 学校 RC造 3 3,000㎡ 実施設計

令和□□年△月～
令和□□年○○月

◇､000

○○市 ○○市民体育館 体育館 RC造 2 2,000㎡ 実施設計
令和○○年○月～
令和□□年□月 □,000

□□商事 △△工場□□棟 工場 S造 2 3,000㎡ 実施設計
令和□□年○月～
令和□□年□□月

△,000

２　改修

発注者 建　物　名　称 建物用途 構造 階数 規模(㎡) 業務種類 工期 請負額(千円) 備考

３　構造

発注者 建　物　名　称 建物用途 構造 階数 規模(㎡) 業務種類 工期 請負額(千円) 備考

　設計事務所主要実績調査票 株式会社○○設計事務所


